
　

消防危第３２号
平成１０年３月２０日

各都道府県消防主管部長

　

殿
消防庁危険物規制課長

防油堤の漏えい防止措置等について

屋外タンク貯蔵所に係る防油堤の構造については、 昭和５２年１１月１４日付け消防危１６２号消防庁危
険物規制課長通知 「防油堤の構造等に関する運用基準について」（以下 「防油堤通知」 という。）
により御指導願っているところであるが、 今般、 阪神・淡路大震災における防油堤等の被害状況
に関する調査結果を踏まえ， 上記通知の一部を下記のとおり改めることとしたので、 防油堤の新
設、 既設防油堤の改修等についてはこれにより運用されるようお願いする。
なお、 これらの改正基準は、 平成ｌｏ年４月１日から適用するものとし、 既設の屋外タンク貯蔵所

でこの基準に適合していないものについては、 屋外タンク貯蔵所の安全性を総合的に勘案し、 計
画的に耐震性の向上が図られるよう御指導願いたい。

おって、 貴管下市町村に対してもこの旨示達され、 よろしく御指導願いたい。

記

防油堤通知 「別記１ 防油堤の構造指針」 第２の５５‐３（４）を次のように改める。

（４） 目地等
ア 防油堤には、 防油堤の隅角から壁高（躯体天端からフーチング上面までの高さをいう。）
のおおむね３～４倍の長さ離れた位置及びおおむね２０ｍ以内ごとに伸縮目地を設けるものと
し、 目地部分には、 銅等の金属材料の止液板を設けること。 また、 目地部分においては、
水平方向の鉄筋を切断することなく連続して配置すること。

ただし、 スリップバーによる補強措置をした場合はこの限りでない。
スリップバーによる補強の方法によった防油堤のうち、 その全部又は一部が液状化のお

それのある地盤に設置されるものについては、 別添の 「防油堤目地部の漏えい防止措置に
ついて」 で定めるところにより、 目地部の漏えい防止措置を請じること。

イ 防油堤は、 隅角部でコンクリートを打ち継がないこと。

別添

防油堤目地部の漏えい防止措置について

１ 防油堤目地部の漏洩防止措置について
（１） 漏洩防止措置

漏洩防止措置は可榛性材又は盛土により行うこと。
ア 可携性材による漏えい防止措置
（ア） 可携性材は、 ゴム製、 ステンレス製等のもので、 十分な耐候性、 耐油性、 耐熱性及

び耐クリープ性を有するものであること。
（イ） 可携性材は、 防油堤の軸方向、 鉛直方向、 及びこれらに直角な方向の三方向それぞ

れ２００ｍｍの変位に対し、 変位追随性能を有するものであること。
（ウ） 可榛性材は、 防油堤内又は防油堤外のいずれかにアンカーボルト、 押さえ板等によ

り止液性を確保して取り付けること。
（工） 可携性材は、 土被りが十分な防油堤にあっては防油堤の直壁部に取付けるととも

に、 フーチング部を帆布等の耐久性のある材料で保護することとし、 土被りが十分でな
い防油堤にあっては防油堤の天端からフーチング下端まで取り付けること。 なお、 「土
被りが十分」 とは、 土被り厚がおおむね３０ｃｍ以上ある場合をいうものであること。（図１

　

参照）

（オ） 既設防油堤の伸縮目地に可携性材を取付ける場合のアンカーボルトの取付範囲は、
止液板フックによりコンクリートが破損するおそれが大きいことから、 止液板のフック
のある範囲を除くものとすること。（図２参照）

別紙０１



ー

　

裏糟樽ザナ鯵霧騒い獅嶺輔 ミ コｉ帰りなに！▼鮪口鎖髪鰯

　　　 　　
　　　　 　 　　　　

　

　　
　
　　

　

　　　　 　　

　

　

　
　

　　　　　　
　 　　 　

議 題！ 犠Ｌ 一
三一 組 躍

，　
　 　　

　
　　 　

　
　

媛し
，

：
，ハト． 二

， ．～
一

皿 ｗ ｆ ′．
ミミ

　 　　　 　　 　　

　　　　　　　 　

慧ー轡慧ぎ下震
デ 騨蹄馨樽酵張も，－ｒ‐ ぎ☆

図１

　

可焼性材の取付範囲
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図２ アンカーボルト取付範囲（防油堤目地部を上から見た図）

イ 盛土による漏えい防止措置
盛土による漏えい防止措置を行う場合には、 次の事項に留意し措置を行うこと。

（ア） 盛土は、 防油堤内又は防油堤外のいずれかに設置すること。
（イ）

　

盛土の天端幅は、 おおむね１．ｏｍ以上とすること。
（ウ） 盛土の天端高は、 防油堤の高さのおおむね９０％以上の高さとすること。
（工） 盛土の天端の延長は、伸縮目地部を中心に壁高のおおむね２倍以上の長さとするこ

と。
（オ） 盛土の法面勾配は、 おおむね６分の５以下とすること。
（力）

　

盛土の表面 は、 コ ンクリー ト、 コ ンク リー トブロック、 アス ファル トモルタ ル、 芝
生等により被覆すること。

（キ） 盛土材料は透水性の小さい細砂又はシルトとすること。
（ク） 盛土は、 締固めを行いながら構築すること。 また、 まき出し厚さはおおむね３０ｃｍを

越えないものとし、 ローラ等の締固め機械を用いて十分に締め固めること。
（ケ） 盛土に土止め壁を設ける場合は、 防油堤と一体的な構造とすること。

ウ その他
ア又はイによる漏えい防止措置を講じた場合には、 止液板を設けないことができるもの

であること。
（２） 液状化の判定方法

液状化のおそれのある地盤とは、 新設の防油堤にあっては砂質土であって危険物の規制に
関する技術上の基準の細目を定める告示（以下 「告示」 という。）第４条の８各号に該当する
もの（標準貫入試験値は第３号の表のＢを用いる。）をいい、 既設の防油堤にあっては砂質土
であって地盤の液状化指数（ＰＬ値）が５を超え、 かつ、 告示第４条の８第１号及び第２号に
該当するものをいうものとすること。 また、 これらの判断は、 ポーリングデータに基づき行
われるものであるが、タンク建設時に得られたボーリングデータを活用することでも差し支
えないものであること。
なお、 地盤改良を行う等液状化のおそれがないよう措置されたものにあっては、 漏えい防

止措置を講じないことができるものであること。

２ 既設防油堤の耐震性向上策



（１）

　

既設の鉄筋コンクリート製防油堤（以下 「既設防油堤」 という。）のうちおおむね２０ｍ以内
ごとに伸縮目地が設けられていないものにあっては、 新たに伸縮目地を設けること。

（２） 既設防油堤の全部又は一部か液状化のおそれがある地盤に設置されており、 かつ、 目地部
の水平鉄筋が連続して配置されていない場合にあっては、 当該部分に対し１（１）の漏えい防止

　

杜 －

　

日 阻 日 」 ｏ

（３） 既設防油堤のうち全部又は一部が液状化のおそれのある地盤に設置されており、 じかつ、
隅角部にコンクリートの打継ぎがあるもの（隅角部の水平鉄筋が切断されることなく連続して
配置されているものを除く。）には、 当該打継ぎ部に１（１）ア又はイの漏えい防止措置を講じ
ること。 これらの場合において、 １（１）ア（イ）中 「２００ｍｍ」 とあるのは 「５０ｍｍ」 と読み替え、
１（１）イ（工）中 「伸縮目地部を中心に壁高の２倍」 とあるのは「打継ぎ部から両方向に壁高の１
倍」 と読み替えるものとすること。

３ 暫定措置
既設防油堤に漏えい防止措置を講じるまでの間にあっては、 防油堤の目地部の損傷に対し速

やかに対応できるよう、土嚢を配備するなど応急措置体制を構築しておくこと。

４

　

計画の作成
（１） 既設防油堤については、 これらの基準への適合性の調査計画を作成するよう指導するこ

　

と。
（２） 既設防油堤のうち、 これらの基準に適合していないものにあっては、 タンクの規模、 新法

タンク・旧法タンクの別、 貯蔵油種の引火点等を総合的に勘案し、 事業者の判断により改修
の時期・方法等について自主的に計画を作成するよう指導すること。

（３） 低引火点の危険物を貯蔵している屋外貯蔵タンクの防油堤のうち、 これらの基準に適合し
ないものにあっては、 危険物の流出時に土嚢等の応急措置を講ずることが困難となることが
予想されることから、 早急に漏えい防止措置が実施されるよう指導すること。

（４） 消防機関は事業者への立入検査等の機会を捉え、 積極的に計画を聴取するなど耐震対策の
向上を図ること。

５
（，そ

の日竜也部の配筋の調査は、図面又は鉄筋探査機等を使用して実施させること。
（２） 防油堤の漏えい防止措置の安全性の確認に資するため、危険物保安技術協会においてゴム

製可携性材についての耐候性、 耐油性、 耐熱性、 耐クリープ性及び変形性能、 ステンレス製
可榛製材についての変形性能に係る試験確認業務を実施する予定であること。

（３） 既設防油堤の目地部及び隅角部改修のフローチャートを図３に示す。
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図３ 目地部及び隅角部改修までのフローチャー ト
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法令 通知・通達 消防危第３３号 防油堤目地部の補強材の性能等について （平成１０年３月２５日）
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消防危第３３号 防油堤目地部の補強材の性能等について （平成１０年３月２５日）

消防危第３３号
平成１０年３月２５日

各都道府県消防主管部長 殿

消防庁危険物規制課長

防油堤目地部の補強材の性能等について （通知）

屋外タンク貯蔵所に係る防油堤目地部の漏えい防止については、 平成１０年３月２０日付け消防危第３２号消防庁危険物規制課長通知 「防油堤の
漏えい防止措置等について」 により運用をお願いしたところであるが、 このたび、 防油堤目地部に用いる可携性材の有効性を判断するため、
「防油堤目地部の可操性材に関する技術上の指針」 を別紙のとおり定めたので、 これにより運用されるようお願いする。
また、 今般、 危険物保安技術協会において防油堤目地部の可擦性材の安全性について試験確認業務を行うこととしたので念のため申し添え

る。
おって、 貴管下市町村に対してもこの旨示達され、 よろしく御指導願いたい。

御ｊ紙）

防油堤目地部の可携性材に関する技術上の指針

鉄筋コンクリート造の防油堤の目地部に用いる可擁性材のうち、 ゴム製可携性材、 及びステンレス製可榛性材の性能等は、 下記によるもの
とする。

記

第１ ゴム製可擦性材

１ 基本構造
ゴム製可標性材は、 図１に示すように固定部分と可携部分に分けた場合、 可挽部分が目地部等の変位に対して追従するように設計されてい

ること。
可携部の延べ長さ（以下、「可携部周長」 という。）（Ｓ）は、 下記の式により算出する可擦部必要周長｛Ｌ）よりも長いことが必要であること。

（Ｓ≧Ｌ）
なお、 ゴム製可携性材は、 ゴム材料のみで作られた単層タイプ、 又はゴム材料の他に強度部材として繊維等を用いる複合タイプのもので

あること。

（１） 可携部必要周長
可擦部必要周長（Ｌ）は、 次式により求めること。

ここで、

Ｗ：設置するゴム製可擦性材の可摸部の幅

Ｓｅ、５ｖ、Ｓｈ：防油堤の軸方向、 鉛直方向、 及びこれらに直角な方向（以下、「軸直角方向」 という。）の変位量であり、 伸縮目地部は三

方向それぞれ２００ｍｍ、 隅角部はそれぞれ５０ｍｍとする。

別紙０２
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（２） 固定方法
ゴム製可携性材は、 図２に示すようにアンカーボルト、 押さえ板、 ワッシャー、 ナットを用い、 突条が十分につぶれるまで締め付け、 防

油堤体に緊結すること。

　　　　　

　

押さえ機

※爽発と署も 瀕滋鱗止嘩ために嚢贈ろれた綴獣爆薬嬢をい与

２ 耐久性能等
ゴム製可機性材を構成するゴム材料及び強度部材である繊維材料の耐久性は、 次の試験により確認されたものであること。

｛１） 耐熱老化試験
ゴム材料の耐熱老化試験方法は、 日本工業規格Ｋ６３０１に準拠することとし、 試験は７０ｏＣｘ９６時間で行い、 下表のすべての規格値を満

ること。

項 目 規 格 値

【初期物性］
引張強さ

伸 び

硬 度

１２０ｋ９ｆ／ｃｍ２以上

３５０％以上

５５′～‐７０ＨＳ

［老化試験］
引張強さ低下率

伸び変化率
硬さ変化

‐２０％以下

‐３０～十１０％以内

０～十７Ｈｓ

永久伸び １０％以下

（２） 耐候性試験
ゴム材料の耐候性試験（オゾン劣化試験）は、 日本工業規格Ｋ６３０１に準拠し、 試験はオゾン濃度５０±５ｐｐｈｍ、４０ｏＣｘ９６時間で行い，亀裂

が発生しないこと。

（３） 補強繊維材料の引張試験強度



　

補強繊維材料の引張試験方法は、 日本工業規格Ｋ６３２２（コンベアゴムベルト試験法）に準拠することとし、 布層１枚（布層を２枚以上とす
る場合は、 その合計とする）、 幅ｌｃｍ当たりｌｏｏｋ９ｆ以上の引張強度であること。

（４） クリープ試験
単層タイプのゴム製可携性材はゴム材料について、 複合タイプのゴム製可携性材は、 強度部材である織維材料について次により行う

こと。
試験サンプル：２０ｍｍｘＬ２００ｍｍ
測定位置：試験サンプルの横方向中央、 かつ、 上部から１，ｏｏｏｍｍの位置
試験荷重：２１．３ｋ９ｆ
測定方法：試験サンプルの上端を固定し、 下端に重りを取り付け、 時間経過に対する伸び量を測定する。
規格値：１６８時間後の伸び量が初期値の１０％以下であること。

（５） 耐油性試験
耐油性試験は、 ゴム製可擦性材の製品から試験サンプルを作成して行うこと。 試験はオイルフェンスの耐油性基準（財団法人日本舶用

品検定協会基準）に準拠し、 オイルフェンスの耐油性試験に定められている油（Ａ重油６０％十ガソリン４０％）及び１００％ガソリンを試験用油として
用い、 ゴム材料表面の亀裂が無く、 かつ、 補強繊維の剥離がないことを確認すること。

３ ゴム製可擦性材の強度
ゴム製可携性材の強度を検討する際の圧力は、 静液圧及び地震時の動液圧とすること。 なお液重量及び液圧は、 防油堤内に存する屋外

貯蔵タンクの危険物の比重量を１．ｏｔ／ｍ３として算出するものとする。 ただし、 危険物の比重量が１．ｏｔ／ｍ３以上の場合は、 当該危険物の比重量
によるものとすること。

（１） 静液圧は、 次式により算出するものとする。
Ｐｈ＝Ｗｏ・Ｈ（ｔ／ｍ２）

Ｐｈ：液面より深さＨ（ｍ）の位置の液圧（ｔ／ｍ２）
Ｗｏ：危険物の比重量（ｔ／ｍ３）
Ｈ：液面よりの深さ（液面から地表面までとする。）｛ｍ）

｛２） 地震時動液圧は、 地表面以上に作用するものとし、 次式により算出するものとする。
Ｐ＝（７／１２）Ｋｈ・Ｗｏ・Ｈ２

Ｈ９；（２／５）Ｈ

Ｋｈ＝０．１５Ｕ１・Ｕ２

Ｋｈ：設計水平震度

ＵＩ：地域別補正係数

Ｕ２：地盤別補正係数｝危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示第４条の２０によること。

Ｐ：防油堤単位長さ当たりの防油堤に加わる全動液圧（ｔ／ｍ）
Ｗｏ：危険物の比重量（ｔ／ｍ３）
Ｈ：液面よりの深さ（液面から地表面までとする。）（ｍ）
Ｈｇ：全動液圧の合力作用点の地表面からの高さ（ｍ）

第２ ステンレス製可榛性材

１ 基本構造

ステンレス製可操性材は、 ベローズの個々の山の変形によって目地部等の相対変位に追従する構造とすること。 防油堤の壁高及び設定変

位量からベローズの山の変形量を算定し、 ベローズの山がつぶれないような山の数、 ピッチ及び山の高さを決定するものとする。 なお、 ベロ
ーズ全体の高さ｛Ｈ）がｌｍを超える場合は、 複式ベローズを使用すること。

［単式ベコーズｉ

ベーロズの単位山あたりの変位量
ベローズの単位山あたりの変位量の計算は次によること。

（１） 単式ベローズ

① 軸方向単位山あたりの変位量ｅｘ（ｍｍ）

② 軸直角方向単位山あたりの変位量ｅｙ（ｍｍ）

（２） 複式ベローズ

① 軸方向単位山あたりの変位量ｅｘ（ｍｍ）

② 軸直角方向単位山あたりの変位量ｅｙ（ｍｍ）
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ここで、

Ｘ：軸方向変位量｛ｍｍ）
ｎ；ベローズの山数（ｍｍ）
Ｈ：ベローズ全体の高さ（ｍｍ）
Ｙ：軸直角方向変位量（ｍｍ）
ｐｉ：ベローズのピッチ（ｍｍ）
Ｌ：ベローズ有効長（ｍｍ）

ａ：ベローズ中間長（ｍｍ）

３

　

固定方法

ステンレス製可携性材は、 アンカーボルト、 押さえ板、 ワッシャー及びナットを用いて防油堤体に堅固に取り付けること。 なお、 ステン
レス製可携性材と防油堤体の間には、 止液のための耐油性パッキン等を設けること。

４ 材質

ステンレス製可擁性材の材質は、ＳＵＳ３１６と同等以上のものとすること。

５ ステンレス製可携性材の強度
ステンレス製可携性材の強度検討は、 第「の３に準じて行うこと。



危 政令

　

１０－１‐１０

　

第１類の危険物のうちアルカリ金属の過酸化物若しくはこれを含有するもの、第２類の危

険物のうち鉄粉、 金属粉若しくはマグネシウム若しくはこれらのいずれかを含有するもの、
第３類の危険物のうち第１条の５第５項の水との反応性試験において同条第６項に定める

性状を示すもの （カリウム、 ナトリウム、 アルキルアルミニウム及びアルキルリチウムを含

む。 以下 「禁水性物品」 という。） 又は第４類の危険物の貯蔵倉庫の床は、 床面に水が浸入

し、 又は浸透しない構造とすること。
危政令

　

１０‐１‐１１

液状の危険物の貯蔵倉庫の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適当な傾斜を

付け、 かつ、 貯留設備を設けること。
規則・関連政令等

０則 ６９の２（液状の定義）

垂直にした試験管 （内径３０ｍｍ、 高さ１２０ｍｍの平底円筒型のガラス製のものとする。 以下

「試験管」という。） に物品を試験管の底からの高さが５５ｍｍとなるまで入れ、当該試験管を

水平にした場合に、 当該物品の移動面の先端が試験管の底からの距離が８５皿の部分を通過

するまでの時間が９０秒以内であることをいう。
通達・質疑・行政指導等

Ｓ４５．４．２１ 消防予第７２号質疑

「無制限に出入ロの大きさを認めてよろしいか。」

・防火設備を設ける限り差し支えない。

観音開きなどで通常片側はロックされており、 一方のみ開閉するものについて
は、 常時使用する ドアーのみを目閉とすることで自動閉鎖の戸と認めて差し支え
≠ し、ｏ

・床は、 周囲の地盤面より高くする。
・床 の傾 斜 は、 １／１００ 程度。
・ 貯 留設 備 （た めま す） は、 ３０ｃｍ×３０ｃｍ× （深 さ） ３０ｃｍ程度。

● 建築物 （その３）

危 政令 １０‐１‐１１ の ２

貯蔵倉庫に架台を設ける場合には、架台の構造及び設備は、総務省令で定めるところによ

るものであること。
規則・関連政令等

○則 １６の２の２（屋内貯蔵所の架台の基準）

１ 架台は、 不燃材料で造るとともに、 堅固な基礎に固定すること。
２ 架台は、当該架台及びその附属設備の自重、 貯蔵する危険物の重量、地震の影響等の荷

重によって生ずる応力に対して安全なものであること。
３ 架台には、 危険物を収納した容器が容易に落下しない措置を講ずること。
通達・質疑・行政指導等

Ｉ ＨＩ．７．４ 消防危第６４号質疑

「容器が容易に落下しない措置」
地震動による容器の落下を防止するための措置であり、例えば、当該架台に不燃材料で

できた柵等を設けることをいう。
２ Ｈ８．１０．１５ 消防危第１２５号通達

　

「屋内貯蔵所の架台の構造及び設備の基準について、危険物を貯蔵する場合の留意事項」

７
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可搬式架台（ネステナ一等）は、規則第１６条の２の２の基準に適合すること。ただし、
ネステナーを積み重ねた場合における上部のネステナーは、同条第１項第１号（基礎の固

定に関する部分に限る。） を適用しない。

● 照明・換気

危政令

　

１０‐１‐１２

貯蔵倉庫には、危険物を貯蔵し、又は取り扱うために必要な採光、照明及び換気の設備を

設けるとともに、 引火点が７０度未満の危険物の貯蔵倉庫にあっては、 内部に滞留した可燃

性の蒸気を屋根上に排出する設備を設けること。
通達・質疑・行政指導等

製造所の例による。
Ｓ３７．４．６ 目消丙予発第４４号質疑

「通気筒にプロアーを設けるのも強制的換気の一方法であるが、この場合においては、通気

筒の下部は床面に接近させる必要がある。」

，・ 換気ロ、 排出ロ、 給気ロ等にはすべて引火防止網 （４０メッシュ） を取り付けること。１

（高引火点危険物を除く。）

－・ 隔壁を貫通する集合排気ダクトを設ける場合にあっては、貫通部に防火上有効なダンｌ

ｉ パーを取り付けること。
…・「換気の設備＝自然換気又は強制 （動力） 換気」「排出する設備＝強制 （動力） 換気」 …
１
－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－‐… …－＝－－－－－－－－－－－＝…－－－－－－－－－…＝－”－－－－－－－－－－－－－－…＝－…

・ 換気ロ、排出ロ、給気ロ等にはすべて引火防止網（４

●

　

電気設備
危政令 １０‐１‐１３

電気設備は、 前条第１項第１７号に掲げる製造所の電気設備の例によるものであること。
通達・質疑・行政指導等

製造所の例による。
● 避雷設備

危政令 １０‐１‐１４

指定数量の１０倍以上の危険物の貯蔵倉庫には、総務省令で定める避雷設備を設けること。
ただし、 周囲の状況によって安全上支障がない場合においては、 この限りでない。
規則・関連政令等

０則 １３の２の２ （避雷設備）

日本工業規格Ａ４２０１ 「建築物等の雷保護」 に適合するものとする。
通達・質疑・行政指導等

製造所の例による。

● 通風・冷房装置

危政令 １０‐１‐１５

第５類の危険物のうちセルロイドその他温度の上昇により分解し、発火するおそれのある

もので総務省令で定めるものの貯蔵倉庫は、当該貯蔵倉庫内の温度を当該危険物の発火する

温度に達しない温度に保つ構造とし、 又は通風装置、 冷房装置等の設備を設けること。

８
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